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■ 施設の再構築（H18～28年度）

将来の水需要予測に基づく適正な事業規模への見直し
・給水能力を989,900m3/日から758,200m3/日へダウンサイジング

平成２５年度実施結果 （上下水道局）

◆ 給水能力の見直し

505,600

505,600

企業団受水

217,000

252,600

93,000
174,300

生田浄水場
潮見台浄水場

計画時の給水能力 989,900m3/日

将来の給水能力　758,200m3/日

再構築事業

長沢浄水場

505,600 217,000 93,000

企業団受水
生田浄水場

長沢浄水場

企業団受水 長沢浄水場

H18年度

H28年度

H24～
　27年度

989,900

815,600

758,200

■ 老朽給配水管の更新・耐震化（川崎市内全域）
配水管 【更新・耐震化】
H25年度 耐震化率 23.3％⇒24.8％

H30年度 老朽配水管の解消

給水管 【更新】
H25年度 老朽給水管更新件数 5,789件

鉛製給水管割合 2.4％⇒1.8％

H28年度 鉛給水管の解消

H30年度 老朽給水管の解消

老朽配水管：口径350㎜以下の鋳鉄管、鋼管、ビニル管

老朽給水管：口径50㎜以下のステンレス鋼管、内外面ポリエチレン被覆鋼管、内外面ビニル被覆鋼管以外の管種

浄水施設の耐震化率（％）

管路の耐震化率（％）

老朽配水管更新目標達成率（％）

●大規模地震の発生に備えるため、２０１５（H２７）年度を目途に浄水施設の耐震化率１００％、２０１８（H３０）年度を目途に配水池の

耐震化率９６.１％、管路の耐震化率３１.７％を目指し、施設の耐震化を推進

●地震発生時の安定給水を確保するため、災害対策用貯水槽の整備については２０１２（H２４）年度、応急給水拠点の整備については

２０１３（H２５）年度までの完了を目指し、整備を推進

●漏水による無駄な水を削減するため、効率的な漏水調査を行うとともに、老朽給水管を２０１８（H３０）年度まで、鉛製給水管について

は、２０１６（H２８）年度までの解消を目指し、更新を推進

●水質基準等に適合した安全で安心できる水道水の供給の継続

宮崎配水塔
【更新】
（H26～28年度）

配水池、配水塔耐震化率（％）

地震対策・老朽化対策

長沢浄水場
【第１期工事】
（H25年度通水開始 14万m3/日）

第4沈でん池築造・ろ過池更新・配水池更新

第3着水井築造（H22～24年度）

【第2期工事】（14万m3/日)

第3沈でん池更新・活性炭接触池新設

（H25～27年度）

雨水調整池新設

（H24～26年度）

 

生田配水池
【更新】
（H24～27年度）

末吉配水池
【更新】
（Ｈ26～30年度）

２号配水本管

鶴見川水管橋
【地下化・耐震化】
（H24～26年度）

●大地震の発生に備えるため、水道施設の耐震化を推進

●地震発生時の安定給水を確保するために、災害対策用貯水槽を含む応急給水拠点の整備を推進

●鉛製給水管を含む老朽給水管の更新を計画的に実施

●配水管及び給水管の漏水を防止するため、１,０５０km/年の漏水調査を実施

●水質検査の精度と信頼性を継続的に確保するため、２０１０（H２２）年度に更新した水道水質検査優良試験所

規範 (水道GLP)の認定を継続

●２０１０（H２２）年度に策定した「川崎市水安全計画」を運用し、水源から蛇口までの水質管理の継続的な改善を推進

■ 基幹施設の更新・耐震化

鷺沼配水池
【耐震補強】
（H25～27年度）

水源のリスク分散と
地形の特徴を生かした自然流下による水道システム

安定した給水を確保した上で長沢浄水場に浄水機能を集約
・潮見台浄水場は配水池・送水ポンプ所を存続させH24年度から廃止
・生田浄水場はH28年度から浄水機能廃止

・節水機器の普及や産業構造の変化等による給水能力と配水量のかい離
・高度経済成長期に建設された多くの施設が更新時期を迎える

施策の概要

安定給水の確保と安全性の向上 ①
施策の目標

当該年度の成果

老朽給水管更新目標達成率（％）

黒川配水池
【耐震補強】
（H27～29年度）

百合丘配水塔

【耐震補強】
（H26年度）

参考指標
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災害対策用貯水槽 全31箇所整備

（貯留管6箇所含む）

■災害対策用貯水槽の整備■応急給水拠点の設置

H25年度 整備箇所数 ４箇所

・半径約750m以内で応急給水が受けられるよう整備■これまでの応急給水拠点の整備状況 （平成25年度 全１３９箇所 完成）

危機管理対策・応急給水対策

配水池・配水塔を利用した災害時注水地点併設型

配水池・配水塔

供給ルートの耐震化が完了した小中学校等の既設給水栓利用型

供給ルートの耐震化が完了した小中学校等

■職員による開設が不要な応急給水拠点の整備

水道水の安全確保

「水安全計画」を運用した継続的改善

水源から給水栓に至る過程で水道水に悪影響を及ぼす可能性

のあるすべての危害要因を分析し、その対処方法を整理した水

安全計画の運用を継続的に改善

水道ＧＬＰ※認証の継続

水道GLP（水道水質検査優良試験所規範）の認定を継続する

ことにより、分析精度を維持し、信頼性を高水準で確保

■安全でおいしい水の取組

災害対策用貯水槽等（全31箇所）

応急給水拠点（全108箇所））

（貯留管6箇所含む）

「水質検査計画」に基づいた適切な水質検査を実施

・毎日検査項目

市内２０か所に設置した 水質自動測定装置で、色、濁り並びに

消毒の効果（遊離残留塩素）について毎日検査を実施

・水質基準項目

市内１１か所の給水栓で水質基準項目５０項目(H26から51項目)
について毎月又は年４回の頻度で水質検査を実施

平成２５年度実施結果 （上下水道局）

当該年度の成果

安定給水の確保と安全性の向上 ②

■市立中学校、医療機関等の重要な拠点への供給ルート耐震化

市立中学校 全５２校への供給ルート耐震化

吊り上げても抜けない耐震管

重要な医療機関等 全７７箇所への供給ルート耐震化応急給水拠点 全139箇所整備完了

（貯水槽等31箇所含む）

水道法で義務付けられている検査

より利便性の高い、迅速な応急給水の実現のための新たな取組

色分けは１４の配水ブロックを示す

H２５年度 改善項目

・長沢浄水場、新ろ過池・配水池の運用開始に伴う管理点の新設

・管理基準の変更（凝集池ｐH値、配水池出口塩素酸濃度等）

※ 水道GLP（水道水質検査優良試験所規範）

水質検査結果の精度と信頼性を保つために水質検査機関が有すべ

き要求事項をまとめたもの。日本水道協会が認定機関として認定審

査を行う。認定継続には4年ごとの更新審査に合格する必要がある。

・作業手順書の整備

・精度管理

・教育訓練

・内部監査

水質検査結果の

高い信頼性を維持水道GLPに

則って、実施

H２５年度 水質基準不適合率 ０％

Ｈ25年度
完了

Ｈ24年度
完了

Ｈ25年度
完了

Ｈ26～30年度Ｈ26年度～
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川 崎 市

東 京 都

工水2号送水管

工水3号送水管
工水1号送水管

(２６ｍ)

(２７ｍ)

(７８ｍ)

(３ｍ)

(０ｍ)
(０ｍ)

横 浜 市

稲田取水所

生田浄水場

生田さく井

長沢浄水場

平間配水所

工水浄水施設耐震化率（％）

 
配水所

浄水場
送水管

老朽配水管

配水管

導水管

水 源

送水管 配水本管

配水本管

老朽配水管

老朽管：口径350㎜以下の昭和45年以前の鋳鉄管、鋼管 H24～28年度
老朽管を約3.3㎞耐震管へ更新

水源（さく井）

老朽導水管

■老朽管の更新

老朽管：口径３５０㎜以下の鋳鉄管、昭和４５年以前の鋼管

（川崎市内全域）

地震対策・老朽化対策
■ 基幹施設の更新・耐震化

工水調整池耐震化率（％）

工水管路の耐震化率（％）

■ 水源、浄水場及び調整池のリスク分散

相模川水系、多摩川水系、地下水及び水道事業からの受水による水源のリスク分散
長沢浄水場、生田浄水場の効率的な運用によるリスク分散
調整池を長沢浄水場、生田浄水場に新設、平間調整池をコンパクトに更新し、
調整機能を分散

長沢浄水場
【耐震補強】
第2沈でん池耐震補強 （H26～30年度）

第2着水井耐震補強 （H27年度）

稲田取水所
【更新】
受変電設備 ・ 導水ポンプ設備・

監視制御装置等更新

自家発電設備設置

(H25～26年度)

平間配水所
【更新】
調整池 ・ 配水ポンプ設備・

自家発電設備等更新

（H26～27年度）

■ 地形の特徴を生かした自然流下や
省エネルギー型機器による工業用水道システム
自然流下を活用した導送水システムの優先利用の継続

省エネルギー型機器の採用による環境負荷を低減した導送水の実施

相模湖・津久井湖

P

P

自
然
流
下

優
先
利
用

多摩川

長沢浄水場

自然流下による送水

生田浄水場

稲田取水所

省エネルギー型機器の採用

省エネルギー型機器の採用

平間配水所

省エネルギー型機器の採用

さく井群

自
然
流
下

稲田取水所
相模湖・津久井湖

:

平間配水所
■

■

■

■●
●
●
●

第１導水ずい道
東 京 都

横 浜 市

東 京 湾

町 田 市

P

P

長沢浄水場

相模川水系
地下水 多摩川水系

さく井

上水道からの受水

平間調整池

長沢調整池生田調整池

生田浄水場

水源のリスク分散

浄水施設のリスク分散

調整機能の分散

近年の産業構造の変化、回収水の再利用等により水需要が減少したことから、

将来の水需要見通しに基づき、給水能力１日５６万ｍ３から５２万ｍ３へのダウン

サイジングを完了、引き続き計画的な施設の更新・耐震化を推進

【現在の契約会社・工場 ： ５９社８１工場】

平成２５年度実施結果 （上下水道局）

●適正規模の給水能力に見合う施設整備を行い、２０１６（H２８）年度に「工業用水道事業の再構築計画」に沿った施設整備の完了を目指し、

施設の更新・耐震化を推進

●「川崎市工業用水道事業中期計画」の策定

●組織機構及び事業執行体制の見直しを実施することにより効率的な経営を推進

●「工業用水道事業の再構築計画」に沿って、計画的に老朽化した施設の更新・耐震化を推進

●組織機構及び事業執行体制の見直しについて、給水能力の見直しを踏まえた執行体制の再編を行うととも

に、上下水道事業の管理部門における共通事務の一元化に向けた取組などにより効率的な経営を行うため

の執行体制を構築

●２０１４（H２６)年度～２０１６（H２８）年度の３か年に取り組むべき工業用水道事業の施策をとりまとめ、「川崎

市工業用水道事業中期計画」を策定

施策の概要

工業用水の安定供給
施策の目標

当該年度の成果 参考指標

H25年度 耐震化率 93.9％⇒94.8％

H24～28年度 老朽管を約3.3㎞耐震管へ更新

H28年度 老朽管を解消

生田浄水場 【更新】 Ｈ24年度 完了

送水ポンプ設備・受変電設備・自家発電設備等更新

調整池等設置
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川崎市上下水道局

●当該年度の成果（地震対策・浸水対策・合流改善・高度処理・施設の老朽化対策・地球温暖化対策など）

平成２５年度実施結果（上下水道局）

馬絹地区浸水対策
（対象面積：２０ha）

(H21～H27)

高度処理施設の整備の推進
【等々力水処理ｾﾝﾀｰ高度処理】

（H25：実施設計）

浸水対策
合流改善

高度処理

凡 例

未普及地域の
解消

浸水対策実施済み

浸水対策実施中

高度処理施設の整備の推進
【入江崎水処理ｾﾝﾀｰ西系再構築Ⅱ期事業、

沈砂池管理棟整備】
【処理能力 129,000m3/日】 （H24～H29）

未普及地域の解消
【登戸土地区画整理事業区域】

（～H35）

未普及地域の解消
【麻生区・多摩美地区】

（H25～H28）

丸子地区

登戸地区

宮崎地区

久末地区

馬絹地区

等々力水処理センター

加瀬水処理センター
麻生水処理センター

大師河原地区浸水対策・合流式
下水道改善施設の整備の推進

【大師河原貯留管整備事業、

送水ポンプ棟整備】

【φ5.0m L=2,046m 貯留量 35,600m3】

（対象面積：３７６ha） （H20～H30）

丸子地区浸水対策
【シールド工事 φ2.4m L=1,836ｍ】
（対象面積：１５７ha） (H22～H28)

●施策の目標

宮崎地区浸水対策
（対象面積：１９２ha）

(H21～H28)

久末地区浸水対策
（対象面積：５５ha）

(H22～H28)

地球温暖化対策
【入江崎総合ｽﾗｯｼﾞｾﾝﾀｰ汚泥

焼却炉の高温焼却化】
2系(H25～H27)
3系（H25完了）

施設の維持管理
老朽化対策

地球温暖化対策

加瀬水処理センター
【南系水処理施設耐震化】

(H23～H28)

地震対策

大師河原地区

入江崎水処理センター

入江崎総合スラッジセンター

●施策の概要

●下水道施設の適切な維持管理 ●公共用水域の水質改善 ●雨水の適正な処理

●地震対策や地球温暖化対策等の新たな課題に対応するため、効率的・効果的な事業計画を立案し、事業

を実施

●水害に強いまちづくりを進めるため、浸水被害の状況を考慮した効果的・効率的な雨水排水施設の整備

を推進

●大師河原地区の浸水対策として、浸水対策機能のほかに合流式下水道の改善にも有効な大師河原貯留

管の整備を推進
●下水道を利用できる衛生的で快適な生活環境を安定的に利用者に提供し、また良好な水辺環境を創出す
るため、水処理センターについて、機能の高度化や省エネルギー化等を考慮しつつ、高度処理化を推進

●健全な下水道機能を維持するため、計画的な補修・修繕による予防保全的な維持管理を実施し、施設の

長寿命化を推進
●下水道へ汚水を排水する事業場の立入調査により、排水の水質検査と監視及び特定施設の使用方法や、
除害施設の維持管理等に関する指導を推進。また、水処理センターの水質管理を適正に実施し、加えて水
質汚濁防止法の排水基準を遵守

●地震対策として、災害時においても下水道機能が確保できるよう、施設等の耐震化を推進。特に地域防災拠点等とポンプ
場・水処理センターとをつなぐ管きょなどの下水道施設の耐震化について優先的に取り組み、都市の防災機能を高める。
●集中豪雨などによる浸水被害の状況等を考慮して雨水管などの雨水排水施設や雨水貯留管・バイパス管などの雨水貯留
施設の整備を進め、2013年度(H25年度)までの計画期間中に、雨水整備率を56.3％にまで引き上げる。
●公共用水域の水質改善に向け、合流式下水道の改善のための施設整備を推進
●東京湾流域別下水道整備総合計画に基づき、閉鎖性水域の富栄養化対策として効率的で効果的な高度処理の導入を推
進
●水処理センターやポンプ場等の施設においては、計画的な補修・修繕による適正な維持管理と更新を行い、健全な下水道
機能の維持に努める。また、老朽化した施設の再整備・再構築を推進するのに併せ、地球温暖化対策や省エネルギー化など
を考慮した施設整備を実施
●事業場等への立入調査による排水の水質検査と監視及び特定施設の使用方法や、除害施設の適正管理等の指導を行う
とともに、水処理センターにおける下水処理工程の水質分析結果を反映した適正な水質管理を推進

    

事業場指導業務・下水道水質管理施設の維持管理・老朽化対策
【水処理センターの設備更新】
（Ｈ25：入江崎、加瀬、等々力）

【ポンプ場の設備更新】
（Ｈ25：大島、渡田、観音川、戸手など）

【管きょの維持管理】
（Ｈ25：管きょ清掃約430㎞、緊急補修工事実施

暫定管の引継ぎ約3.2㎞）

地震対策の重点的な取組地域

登戸地区浸水対策
（対象面積：２３９ha）

(H20～H25)

汚水を排除する事業場等の立入調査 立入件数６９７件

事業場排水の水質検査 延項目数４，９１５項目

第一種指定化学物質のうち、下水道へ
排出される未規制物質の調査

排出量上位３物質について前年度
比1,274kg（約34.1％）削減

下水処理工程の水質分析 延項目数９，１４４項目

有害物質等の下水道への排出量削減のための指導・啓発

水処理センターにおける放流水の水質管理に係る調査

4



新川下水幹線
【管きょ耐震化】

(H26～H31)

大島ポンプ場

渡田ポンプ場

入江崎
総合スラッジセンター

大師河原ポンプ場

田島・小田その２下水幹線
【管きょ耐震化】

(H25～H29)

観音川ポンプ場

川崎駅以南の地域の重要な管きょの耐震化

建築構造物の耐震化
（ブレースの設置）

地震時の躯体のずれ対策
（エキスパンションジョイントの補強）

地震対策・老朽化対策

水処理センター・ポンプ場の耐震化

参考指標

管きょの耐震化

平成２５年度実施結果（上下水道局）

●当該年度の成果（重点的な取組）

●下水道施設の適切な維持管理 ●公共用水域の水質改善 ●雨水の適正な処理

地震対策・管きょ再整備の重点的な取組み地域
老朽管が多く地盤の液状化による被害が想定されている

川崎駅以南の重要な幹線等に重点化を図り耐震化を推進

●Ｈ31年度の耐震化完了を目指し、既設下水幹線（観音川下水幹線、田島
下水幹線）の約１．８ｋｍを更生工法により耐震化
●枝線管きょについても、重要な管きょや耐用年数を超過し老朽化した管
きょについて、更生工法や開削工法により約１２ｋｍを耐震化
●加瀬水処理センターや六郷ポンプ場等の耐震補強工事を推進

既設管の内面に新たな
管を構築する耐震化
（更生工法）

管きょの敷設替え
による耐震化
（開削工法）

川崎駅以南の重要な
管きょの耐震化率（％）

水処理センター・ポンプ場
（管理機能）の耐震化率（％）

監視・制御設備が備わる施設の
箇所数に対する地震対策が完了
した箇所数の割合

管きょの耐震化率（％）

地震対策を要する管きょの延長
に対する地震対策が完了した管
きょの延長の割合

高度処理普及率（％）

下水処理施設の全体計画処理能力に
対する、高度処理導入済みの処理能力
の割合

合流改善率（％）

合流式下水道区域において、雨水滞
水池や雨水貯留管の整備などによる、
合流式下水道の改善がなされた区域
の割合

浸水対策実施率（％）

浸水実績を考慮した、浸水リスクの高
い浸水対策重点化地区対象面積に対
する、浸水対策が完了した面積の割合

参考指標

観音川下水幹線
【管きょ耐震化】

(H22～H26)

入江崎
水処理センター

六郷ポンプ場
(建築構造物耐震化)

(H25～H26)

大師河原下水幹線
【管きょ耐震化】

(～H31)

凡 例

Ｈ25年度対策路線 主な対策予定路線

京町ポンプ場

Ｈ24年度まで
対策済路線

(※1)運転手法による

高度処理

(※2)施設改造による

高度処理

※H25年度段階の重点化

地区を対象とする

災害時においても機能確保が必
要となる避難所等と水処理セン
ターとを結ぶ重要な幹線等の総
延長に対する地震対策が完了し
た管きょ延長の割合
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上下水道使用者のサービスの向上 

 平成２５年度実施結果（上下水道局） 

 

●上下水道に関する問い合わせの受付窓口を一元化し、サービスの向上を図るための、民間活力を導入した上下水道お客

さまセンターの開設及び運営 

●お客さまのライフスタイルの多様化にあわせた水道料金及び下水道使用料のクレジットカード収納の導入 

●広報紙「かわさきの上下水道」やホームページなどにより情報発信を積極的に進めるとともに、アンケート調査等を行うこと

で、お客さまのニーズを的確かつ迅速に把握し、お客さまの声を施策に反映させて業務改善につなげていく「施策推進サイ

クル」の取組 

●お客さまが参加し、体験できるイベントや施設見学会、出前教室等の実施によるお客さまとの情報共有 

   
●上下水道お客さまセンターの開設 

●水道料金及び下水道使用料のクレジットカード収納の導入 

●広報紙「かわさきの上下水道」やホームページによる広報 

●イベントや施設見学会の実施 

●「施策推進サイクル」の充実によるお客さまの声の事業運営への反映 

●水道料金及び下水道使用料の公平かつ確実な徴収 

施策の概要 

 当該年度の成果 

 

・お客さまサービスの充実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

・広報広聴の充実 

 ◎広報紙「かわさきの上下水道」（年４回発行） 

 ◎ホームページ（２０１１年５月リニューアル） 

 ◎みずみずフェア（６月） 

 ◎施設見学会（７・８月） 

 ◎区民祭（７～１１月） 

 ◎山北町交流事業（７～１１月） 

 ◎出前教室（９～１１月） 

 ◎国際環境技術展（２月） 

 ◎作品コンクール（５月～３月） 

 ◎「生田の天然水 恵水」による災害時に 

  備えた飲料水の備蓄促進、シティセールス 

 ◎市民意識調査（２０１３年度実施） 

 ◎お客さまの声の事業運営への反映 

お客さまの声を事業運営に反映し、 

  上下水道料金のクレジットカード収納 

  の導入等、窓口サービスの向上を図りました。 

 
施策の目標 

お客さまセンター受付業務の仕組み

上下水道お客さまセンター

オペレーター

 

■修繕など

オペレーターが解決

■使用開始
■使用休止
■使用料の問い合わせ等

 

お客さま

 

電話、FAX

電子メール

指示
相談

修繕案内
スタッフ
６名体制

修繕問合せへ
の対応を補佐

○上下水道局が対応

・道路上の漏水

・水質検査依頼

○局委託業者が対応

・漏水調査

・応急的な止水

○指定給水工事事業者を紹介

・給水器具の不具合

・宅地内漏水の修繕

◎２０１３年１月 上下水道お客さまセンターの設立 

・上下水道に関する問い合わせの受付窓口一元化 

・２４時間受付、応答機能の充実 

  

 

・参考指標  

◎アンケート情報収集割合・・・2013 年度 実績値 3.3 計画値 3.6（人／千人） 

◎上下水道事業に係る情報の提供度・・・2013 年度 実績値 2.1 計画値 2.2（部／給水件数） 

◎水道施設見学者割合・・・2013 年度 実績値 7.5 計画値 7.5（人／千人） 

◎上下水道お客さまセンターの利便性の向上に向け、

次の取組を行いました。 

 ・ オペレーターのスキルアップ研修の実施 

 ・ FAQ 機能の充実等 

金融機関やコンビニでお支払い 

◎２０１２年５月 

上下水道料金のクレジット払いの導入 

クレジットカードでお支払い
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・「川崎市水道事業中期計画」、「川崎市工業用水道事業中期計画」 

及び「川崎市下水道事業中期計画」の策定 
概ね１０年程度を見据えた基本理念や事業の方向性・方針等を示した、水道・工業用水道事業の「中長期

展望」、下水道事業の「基本構想」の実施計画として、３か年に取り組むべき施策等をとりまとめた「川崎市水

道事業中期計画（２０１４年度～２０１６年度）」、「川崎市工業用水道事業中期計画（２０１４年度～２０１６年

度）」及び「川崎市下水道事業中期計画（２０１４年度 

～２０１６年度）」を策定しました。 

 

 

 

 

上下水道事業の効率的な経営 

 平成２５年度実施結果（上下水道局） 

 

●組織機構及び事業執行体制の見直しについて、給水能力の見

直しを踏まえた執行体制の再編、民間事業者の活用、管理部門

における共通事務の一元化に向けた取組などにより効率的な経

営を行うための執行体制を構築 

●2014 年度～2016 年度の３か年に取り組むべき施策をとりまとめ

た「川崎市水道事業中期計画」、「川崎市工業用水道事業中期計

画」及び「川崎市下水道事業中期計画」を策定 

●世界の水環境改善に向けて、「官民連携による国際展開」と「技

術協力による国際貢献」を通じ国際展開を推進 

 

   

 

●組織機構及び事業執行体制の見直しを実施することにより効率

的な経営を推進 

●「川崎市水道事業中期計画」、「川崎市工業用水道事業中期計

画」及び「川崎市下水道事業中期計画」を策定 

●「官民連携による国際展開」を推進するため「かわさき水ビジネ

スネットワーク」（かわビズネット）を通じ会員の水ビジネスを支援

●「技術協力による国際貢献」を推進するため専門家の派遣や研

修生・視察者の受入れを推進 

施策の概要 

当該年度の成果 

・生田浄水場用地の有効利用 
 「基本計画」に基づき、市民説明会や意見交換会を実施し、地域住民の意見をとりまとめました。 

 

 施策の目標  参考指標 

 
周辺町会からの主な要望・意見等 

（１）スポーツ広場の利用料金等について 

・民間が運営すると施設の利用料金が高くなるのでは？ 

・民間は効率だけを求めるので自由に使えなくなるのでは？ 

（２）親水広場の整備について  

  ・自由に使える空間を大きくとってほしい。

 

【経常収支比率】 

収益性を見る際の代表的な指標で、経常費用（事業を行う上で常に発生する

費用）が経常収益（事業を行う上で常に発生する収益）によってどの程度賄わ

れているかを示す指標。経営の効率化により改善されます。 

・上下水道分野における国際展開 

●技術協力による国際貢献 

・ ラオスへ水道分

野の専門家として

職員２名を派遣し

技術支援を実施 

・ 18 か国・地域から

133 名の研修生・

視察者を上下水道

施設へ受入れ 

●かわビズネットを通じた官民連携による国際展開 

・ 外務省・ＪＩＣＡ「中小企業海外

展開支援事業」に応募する市内

企業をサポート 

・ 豪・クィーンズランド州での分

散型下水道・中水道導入可能

性調査を会員が受注、川崎市

が事業運営の技術等を活かし

アドバイザリー業務を実施 

ラオスでの技術支援 

研修生受入れ（南アフリカ）クィーンズランド州で
の現場調査 

・効率的な執行体制の整備 
●一層の市民サービス向上、経営健全化、統合効果発揮を目指し、効率的・効果的な執行体制確立に向

け、継続的に職員定数の削減を行いました。 

 

・上下水道事業の環境施策の推進 
２０１１年度に策定した局環境計画に定める各取組を推進するとともに、引き続き環境に配慮した

事業運営を行うことを目的として「局環境計画（２０１４年度～２０１６年度）」を策定しました。 

（※ 平成２５年度の環境施策に係る取組結果は別紙のとおり） 

２０１２ → ２０１３  ４０人減員 

・ 上下水道お客さまセンター開設に伴う営業センター

の執行体制の見直し 

・ 契約・検査部門の市長部局への一元化 など 

２０１１ → ２０１２  ４１人減員 

・ 潮見台浄水場の廃止 

・ 加瀬処理区内ポンプ場運転管理業務委託化 など 

２０１３ → ２０１４  １０人減員 

・ 給水装置センター、施設整備担当の執行体制の 

見直し など 

（％） （％） （％）

△484 人の削減 
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